
様式７（事前・公表）

主な所見・指摘事項等

課
題
№

研
究
期
間

研究概要
（目的・計画・予想される成果）

(ｱ)研究の必要性や重要性
(ｲ)研究計画の妥当性
(ｳ)研究成果の普及性及び発展性
(ｴ)その他

指摘事項等に対する対応

検
討
結
果

検討結果は事務局が基準に従い以下の番号を入れる。
5：独創性・貢献度等が高く、是非課題化した方が良い
4：課題化した方が良い
3：部分的に検討する必要がある
2：大幅に見直しする必要がある
1：課題化する必要はない

令和４年度　試験研究課題検討結果票（事前）

課題名

1

令
和
５
～
７
年
度

持続可能
な農業生
産を実現
する環境
負荷軽減
技術の開
発

（目的）
　令和３年５月に「みどりの食料システム戦略」が策定され、目指す姿として温室効果ガス
の排出及び化学肥料・化学農薬の使用量削減、有機農業の取組拡大等が掲げられた。
県ではこれまでも環境負荷軽減技術の開発に取り組んできたが、収量性の維持と作業負
担の軽減・省力化との両立が課題となっている。そこで、水稲と園芸部門の強化品目であ
るニンジンを対象に、収量性や作業の軽労化・省力化を実現する環境負荷軽減技術の開
発を目指す。具体的には、水稲では、低湿な水田においてメタン発生量を低減する水管
理技術を実証し、技術導入が経営に与える影響を明らかにする。ニンジンにおいては、雑
草の省力的防除技術の確立や病害虫被害を抑制する天敵や土壌の微生物性の解明に
取り組み、畑土壌の窒素発現量を考慮した施肥量算出技術の開発を進め、他品目でも
応用が可能な技術開発を目指す。

（計画・予想される成果）
○温室効果ガス発生を低減する水管理方法
　収量性を維持しながら温室効果ガスである、メタンの発生量の削減が可能となる。ま
た、土壌中又は家畜ふん堆肥に含まれる窒素成分を有効活用することで、化学肥料の低
減につながる。
○秋冬ニンジン栽培における雑草の省力的防除の実証
　除草剤が使用できない有機栽培において有効な雑草防除技術を検証し、作業負担の
大きい除草作業を省力化することで、有機農業の推進に役立つと考えられる。
○ニンジンの有機栽培における病害虫及び天敵発生相の解明
　土着天敵の有効活用と有機栽培で利用可能な農薬や物理的防除等を組み合わせるこ
とで、有機栽培において効果的な害虫防除を実証し、開発された技術は多品目の一般的
な栽培形態においても環境負荷軽減を進めることができる。
○ニンジンしみ症が抑制されている有機栽培の微生物性の解明
　ピシウム又はフザリウムによるしみ症はニンジン栽培において、有機栽培に限らず広く
問題となっており、その抑制要因の解明や対策技術を開発することで、県全域のニンジン
産地に有益であると考えられる。
○土壌由来窒素を考慮した施肥量算出技術の開発
　黒ボク土において秋冬ニンジンを栽培する際に、有機質資材の有効活用と生産性を維
持しつつ化学肥料を低減することが可能となる。また、可給態窒素の簡易評価方法が開
発される。
○水稲経営体における環境負荷軽減技術の成立要因の解明
　事例調査を行い、各技術の導入が経営に与える影響を多面的に明らかにすることで、
技術導入の目安となることが期待される。

(ｲ)品種によって収量性などへの
影響が違ってくると思われるが、
供試品種は「ふさこがね」１品種で
いいのか。

(ｲ)メタンの発生は測定しないの
か。

(ｲ)土壌から発現する窒素を有効
利用するための水管理方法を調
べるために、無肥料条件とする理
由は何か。

(ｲ)中干しをすると、ヒ素はおそらく
減ってくると思われるが、逆にカド
ミウムが集積されるという危惧を
持って、カドミウムを調査項目に加
えられているのか。

(ｳ)可給態窒素の簡易評価法の開
発とは具体的にどのようなことを
やるのか。また、窒素の溶出は、
地温や土壌の水分状態によっても
影響されると思われるが、全窒素
を調べることが現場の指導で使え
るのか。なお、農研機構では、畑
土壌の可給態窒素の評価マニュ
アルを出しているので、もし活用で
きるなら活用していただきたい。

(ｲ)「ふさこがね」は県育成
品種の中では、施肥窒素
量が多い多収性品種で、
施肥量が多くなる特徴が
あるため、影響が大きいと
考えたためである。

(ｲ)他の研究機関にも協力
を求め、メタン発生を測定
したいと考えている。

(ｲ)まずは無施肥条件で水
管理を変えることで、土壌
からどのくらい窒素吸収で
きるか明らかにしていきた
い。

(ｲ)今後、ヒ素にも相応の
注意を払う必要があると
考えているが、現在はカド
ミウム低減対策として湛水
管理を基本としている。本
課題の中ではカドミウムを
調査する計画である。

(ｳ)今回、いくつかの方法
で可給態窒素を評価でき
るかどうか、１つずつ検証
していく。また、黒ボク土に
限るが、全窒素と可給態
窒素にある程度相関があ
るとことがデータである。
ご提案いただいた評価方
法も確認し、検討したい。

4



様式８（中間・公表）

主な所見・指摘事項等

課
題
№

研
究
期
間

研究概要
（目的・計画・予想される成果）

(ｱ)研究の必要性や重要性
(ｲ)研究計画の妥当性及び達成の
可能性
(ｳ)研究成果の普及性及び発展性
(ｴ)その他

指摘事項等に対する対応

検
討
結
果

検討評価は以下の番号を記入。
5：独創性・貢献度等が高く、是非継続した方が良い
4：継続した方が良い
3：部分的に検討する必要がある
2：大幅に見直しする必要がある
1：中止すべきである

令和４年度　試験研究課題検討結果票（中間）

課題名

2

気候変動
に対応で
きるナシ
肥培管理
体系の再
構築

令
和
２
～
６
年
度

（目的）
　ナシの露地栽培において、地球温暖化の進行により樹体の耐凍性が高まらず、発芽不
良が多発し減収する懸念がある。そこで、現地の発生状況をモニタリングし発芽不良の予
測方法の確立を目指すとともに、秋冬期の気温上昇が耐凍性やナシ園の土壌の可給態
窒素に与える影響を明らかにし、その関係性を解明する。さらに、九州地域で有効な対策
とされている、春施肥の本県での適応性や作業体系上の問題点を検証する。

（進捗）
○予測方法の確立
　九州の事例を参考に、発芽不良の発生程度の調査様式を作成した。作成した調査様式
を用いて、県内の発生状況を調査するとともに、花芽の耐凍性や気象データから、発芽不
良の予測技術を開発する。
○モニタリング調査及び情報伝達方法の確立
　複数圃場の枝の導管液糖含量から凍害発生危険温度を推定したところ、圃場間差が見
られた。花芽の耐凍性を継続してモニタリングし、圃場や品種による耐凍性の違いと発芽
不良の発生の関連を調査し、要因を明らかにする。
○可給態窒素との関係性の解明
　高Ｎ圃場では耐凍性が高まりにくい傾向が確認された。土壌の可給態窒素含量の差、
窒素施肥時期が耐凍性に及ぼす影響を調査する。
○春施肥の検証
　一部を除き、春施肥に変更しても、収量及び果実品質に差は見られないが、経年での変
化を明らかにするとともに、春施肥割合が幼木の生育に及ぼす影響も引き続き調査する。

(ｲ）発芽不良と凍害は別の現象で
あると考えている。ただし、いず
れの症状も、秋口に十分な低温
に当たらないことが原因であり、
発芽不良の発生を予測するため
に、耐凍性を見ることが一つ分か
りやすい指標である。

(ｲ)水田転換園など排水不良のと
ころでは、凍害や発芽不良がよく
見られるという報告もあるので、
引き続き、土壌の物理性なども観
察しながら、この試験を進めてい
ただきたい。

(ｳ)発芽不良の予測方法確立に
向けて、具体的にどのようなデー
タの蓄積と解析を想定しているの
か。

(ｳ)樹体の耐凍性を上げるために
は、冬に向かってしっかりと生育
を止めることが重要で、それに加
えて、秋の施肥を見直した方がい
いのではないか。施肥時期の変
更について、具体的な対策として
取り上げる予定はあるか。

(ｲ)発芽不良の予測精度
を上げるためには、導管
液糖度を測定するだけで
なく、花芽を顕微鏡下で調
べることが必要かもしれな
い。

(ｲ)モニタリングをしている
園地も粘土質の水田転換
園で、他の発生圃場の情
報からも排水不良が関係
している可能性がある。

(ｳ)予測方法については、
気象データ以外に、例え
ば枝の導管液糖含量、土
壌の可給態窒素など、いく
つかの指標を組み合わせ
るなどして、発生しやすさ
を総合的に診断できれば
と考えている。

(ｳ)すべての生産者につい
て春施肥に切り換える現
状ではないが、特に発生
の懸念がある生産者を中
心に、春施肥という対策
があるということを周知し
ていきたい。

4



様式９（事後・公表）

主な所見・指摘事項等

課
題
№

研
究
期
間

研究概要
（目的・計画・成果）

(ｱ)研究計画の妥当性
(ｲ)研究成果の達成度
(ｳ)研究成果の普及性及び発展
性
(ｴ)その他

指摘事項等に対する対応

検
討
結
果

3

令
和
元
～
３
年
度

（目的）
　平成28年に本県で初めてサトイモ疫病の発生が確認され、翌年には複数の県内産地
に急激に拡大して問題となった。西南暖地の産地では本病の対策に苦慮しており、本県
においても被害が深刻化することが懸念された。また、本病の知見はまだ少ないため、
発生生態を解明し、防除技術の開発に取り組んだ。併せて、圃場内外の伝染源について
簡易検出技術の開発も行った。

（成果の概要）
○発生生態の解明
　初発確認日と気象条件から、アメダス佐倉の日平均気温が25℃を超えること、かつ、ま
とまった雨又は少量でも数日にわたって雨が降ることで発生していることが明らかにな
り、これらの気象条件が初発生の目安として、防除適期の判断に利用できることが分
かった。
○防除技術の開発
　減収を防ぐために、「石川早生」では８月下旬まで、「土垂」では９月中旬以降まで、疫
病の蔓延を抑える必要があると分かった。また、初発生時のダイナモ顆粒水和剤の散布
が有効で、ドローンを用いた高濃度少量散布が省力的防除として有望視された。さらに、
登録拡大前の薬剤ではあるが、高い防除効果を得られる薬剤も明らかになった。
○簡易検出技術の開発
　発生圃場から得た種芋や野良生え芋が伝染源になることが明らかになり、発生圃場の
種芋を使用しないことや野良生え芋の除去などの耕種的防除が被害低減につながる。

　本課題で開発された技術は、すでにサトイモ産地で導入が進んでおり、現地でドローン
を用いた防除体系などの実証試験がされているため、技術の精度向上や導入時の課題
について、引き続き、現地との情報共有を密にし、技術の普及を図っていく。

(ｳ)昨年は、疫病がかなり抑えら
れて、収量が回復するなど、開
発された防除対策の効果が出
ている。防除に使用するドロー
ンについては、個人で導入する
生産者も出てきているが、導入
時の補助事業等がないかという
声もある。

(ｳ)産地ではサトイモが連作され
ていると聞くが、残渣が病原体
の生存を助長しているのではな
いか。輪作体系の導入や微生
物由来の薬剤による防除など、
化学農薬に頼らない防除体系
についても、ぜひ検討いただき
たい。

(ｳ)県単事業「輝け！ちば
の園芸」次世代産地整備
支援事業のスマート農業
推進型で、令和３年度か
らドローンも補助対象と
なっているため、事業の
主務課で周知を図ってい
く。

(ｳ)残渣をなるべくきれい
に片付けることで圃場自
体のリスクは回避できる
のではないかと思う。サト
イモ疫病は急激に蔓延す
る病害のため、まずは産
地全体の発生を抑えなが
ら、今後、そのような方策
についても検討していきた
い。

4

検討評価は以下の番号を記入。
5：計画以上の成果が得られた
4：計画どおりの成果が得られた
3：計画に近い成果が得られた
2：わずかな成果しか得られなかった
1：成果が得られなかった

令和４年度　試験研究課題検討結果票（事後）

課題名

サトイモ疫
病の防除
対策の確
立


